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23 良好な住環境づくり
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関係課名

（組織順）

総合防災安全課，高齢福祉担当，障害福祉課，環境政策課，都市計画課，街づくり事業課，建築指導

課

目
的

対 象 市民

意 図 安全で安心して快適に住み続けられる

施策の方向

住宅の「質」の向上を推進し，住宅の耐震化，バリアフリー化，省エネルギー化を進めることによ

り，安全・安心で災害に強い良質な住環境づくりを推進するとともに，既存住宅ストックの活用や，

超高齢社会に対応する住環境を形成します。

＜施策と関連するＳＤＧｓの目標（ゴール）＞

施策の成果向上に向けた主な取組実績

施策における２つのアクション（➀横断的連携による施策の推進 ➁調布のまちの魅力発信）

（23-1 安全・安心な住環境づくり）
・特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業では，耐震診断，補強設計，耐震改修を促進し，令和２年度末時点の耐

震化率は４７．９％と前年度から２．８ポイント上昇した。

・木造住宅の耐震化では，平成２９年度からの４箇年事業である戸別訪問事業について，コロナ禍を踏まえ書面等に

よる非対面方式に変更し，耐震化に向けた助成制度をはじめとする支援制度等の周知・啓発を図った。

・分譲マンションの耐震化では，マンション管理組合に対して，支援制度の周知・啓発を図るとともに，平成３０年度

からの３箇年事業である旧耐震基準の分譲マンション管理組合等への訪問事業について，コロナ禍を踏まえ書面等に

よる非対面方式とした。また，東京都と連携し都条例に基づく管理状況等の把握に努めた。

（23-2 良好な居住環境の形成と支援）
・居住環境改善の取組については，高齢化社会への対応を目的として，個人住宅等のバリアフリー適応住宅改修工事

費用の一部を助成することにより，良好な居住環境の整備と支援に取り組んだ。

・省エネルギー事業については，低炭素まちづくり及び環境負荷の軽減として，太陽光発電設備の取り付けや民生用

燃料電池購入に対する補助を実施し，環境に配慮した快適な居住環境の整備と支援に寄与した。

・住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居等を促進するため，居住支援協議会を中心に検討を進め，仲介手

数料や債務保証料に対する助成を拡充した。

➀横断的連携による施策の推進
■連携テーマ１ 「地域共生社会の実現に向けた取組」

・住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居支援について，調布市居住支援協議会において今後の支援策等を検

討し，更なる取組の充実を図った。

（23-3 空き家対策の推進）
・調布市ならではの空き家等対策の取組を推進するため，空き家等対策に関する理念や危険な空き家等に対する措置，

行政，所有者，市民の義務を定めた「空き家等の対策の推進に関する条例」及び，空き家の予防保全，利活用等に係る

空き家等対策計画の初年度として，空き家等対策協議会や特定空き家審査会を開催するとともに，空き家実態調査を

はじめ，ワンストップ相談窓口の設置，空き家 LINE 公式アカウントの制作，富士見町地区におけるエリアリノベーシ

ョン事業など，多様な主体と連携した事業展開を図った。

➀横断的連携による施策の推進
・管理不全の空き家は，火災や犯罪のリスク・倒壊危険，不法投棄，樹木等の繁茂等の複数の特性を有する事

案が多く，庁内関係部署との情報共有や更なる連携が重要となることから，空き家の予防や利活用対策の視点

を持ちつつ，組織横断的な連携の下，各種の対策等を検討した。

＜令和２年度における施策の成果についての総括＞
・特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業における取組では，耐震化率が２．８ポイント上昇した。

・木造住宅の耐震化に関する耐震診断の補助件数が大幅に増加した。

・居住環境改善の取組では，太陽光発電設備等に関する補助件数が前年度より増加した。

・住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居支援について，賃貸オーナや協力不動産店の協力により，前年度同様の

成約率が確保できた。また，契約時における入居者の負担軽減を図るため，仲介手数料や債務保証料についての助成

の拡充を行った。

・特定空き家等対策については，特定空き家審査会において検討を行い，認定基準等を策定した。

・空き家等施策については，産学官連携による空き家の未然防止や利活用に向け，LINE 公式アカウントの制作をはじ

め，ワンストップ相談窓口の設置，富士見町地区におけるエリアリノベーション事業など各種取組を行った。

１ 令和２年度の振返り ― 取組実績（ＤＯ）



（施策 23 良好な住環境づくり）

ま ち づ く り 指 標
基準値

単位
実績値 目標値

(基準年度) 令和元年度令和 2 年度 令和 4 年度

１ 市内の住宅（一戸建て，分譲マンション等）の耐震化率
85.8

（H29）
％ 87.5 88.9 97.0

２ バリアフリー対応住宅に住んでいると答えた市民の割合
51.7

（H30）
% 48.9 49.1 65.0

３ 空き家とならないための予防策が必要であると感じている市

民の割合
- ％ 67.6 61.4 80.0

【特記事項】

◆施策の成果向上に向けて，令和２年度に実施した取組に対する評価
※コロナ禍を踏まえたプロセス，実績，成果の総合的な評価）

総合

評価 A
Ｓ：「実施した取組において顕著な成果が得られた。」
Ａ：「実施した取組において予定した成果が得られた。」
Ｂ：「実施した取組において一定程度の成果が得られた。」
Ｃ：「実施した取組において予定した成果が得られなかった。」
Ｄ：「実施した取組において成果が得られなかった。」

評価

理由

・特定緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化率は，東京都全域における耐震化率を上回っているため。

・目標達成は難しい状況にあるものの，住宅の耐震改修の件数は着実に伸びているため。

・空き家等対策については，条例及び対策計画を策定するとともに，東京都のモデル事業に採択されるなど，

産学官連携による未然防止や利活用の各種取組を推進することができたため。

・住宅の耐震化事業や居住環境改善事業について，実施件数が着実に伸びているため。

・住宅確保要配慮者の住居確保については，居住支援協議会メンバーとの連携により助成制度の拡充も含め，

一定の成果を上げられたため。

◆コロナ禍の影響等を踏まえた現基本計画期間内（令和４年度まで）における施策の主な課題と取組の方向

・左欄と右欄において，丸数字で対になるよう記載

◆デジタル技術を活用した利便性向上や事務の効率化に向けた今後の取組

（オンライン活用，ペーパーレス化，電子申請による手続など）
※重点プロジェクトに関連する取組（★印），新規の取組（●印），拡充の検討を要する取組（〇印），左記以外の取組（・印）

・オンラインを活用したワークショップやトークイベントをはじめ，ラインアプリの活用による空き家に関する情報

発信や意識啓発を図る。

◆施策を取り巻く状況（国，東京都・近隣自治体の動向など）を踏まえた取組の方向

※法改正・制度改正などに加えて，「フェーズフリー」，「スマートシティ」など多角的な視点も含めた状

況や方向を記載

・右欄は左欄に対応する丸数字を記載

主な課題 取組の方向

①コロナ禍を踏まえた木造住宅や分譲マンション等への

戸別訪問事業の実施方法等の変更

②住宅確保要配慮者の相談窓口の充実

③住宅確保要配慮者向け民間賃貸物件数の確保

①書面等による周知や電話等による相談体制へ移行

②窓口での対応に加え，電話等による相談にも対応

③賃貸物件オーナや協力不動産店が住宅確保要配慮者を

入居させるに当たっての不安や負担の軽減

市政に与える影響 左記を踏まえた市の対応課題・取組の方向

全
国
的
な
潮
流
・
傾
向
等

①住生活基本法に基づく，新たな住生活基本計画（全国計

画）策定

②高齢化の進行と人口減少による空き家の増加

③マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマン

ションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する

法律が施行

①調布市住宅マスタープラン改定において，国の計画

との整合を図る。

②多様な主体と連携しながら空き家の未然防止，利活

用及び特定空き家対策を推進する。

２ 令和２年度の振返り ― 評価（ＣＨＥＣＫ）

３ 施策の方向 ― （ＡＣＴＩＯＮ）

４ 次期総合計画期間を含む中長期的な施策の方向（２０３０年代を見据えた方向）
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東
京
都
や
近
隣
自
治
体
の
動
向
等

④東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条

例に基づく指導・助言の等の権限移譲

⑤東京都住宅マスタープランの改定予定（R3）

⑥府中市では，令和元年度にパートナーシップ宣誓制度を

実施（市営住宅への入居が可能となる。）

⑦東京都耐震改修促進計画の改訂（成果指標や緊急輸送道

路の見直し等）

③④令和４年度より東京都から条例第１７条及び

１８条の権限移譲を予定しており，増大する業務量に

対応した体制整備を図る。

⑤調布市住宅マスタープラン改定作業（R3～R4）に

おいて，東京都のマスタープランとの整合を図る。

⑥府中市や他自治体におけるパートナーシップ宣誓

制度等の状況を踏まえた検討を行う。

⑦調布市耐震改修促進計画の改訂作業（R4）におい

て，東京都における計画の改訂内容との整合を図る。

そ
の
他



２３　良好な住環境づくり

№ 事務事業名

重点
プロ
ジェ
クト
事業

総合
戦略

所管部署 事務事業の概要

1
住宅の耐震
化の促進

● 住宅課

昭和５６年の建築基準法改正より前の確認に基づき建築された「旧耐震」の木造住宅及び分

譲マンションを対象に，耐震化に係る支援を行い，住宅の耐震化を進め，災害に強い住環境
づくりに取り組む。

2
良好な居住
環境の形
成・支援

● 住宅課

住宅の改修費用の補助を通じた居住環境の向上支援や，住宅確保要配慮者に対する居住支援

に取り組む。
居住環境支援事業として，誰もが暮らしやすい住宅のバリアフリー化に対して助成を行う。

環境負荷軽減促進事業として，太陽光発電設備等の設置に対して助成を行う。
居住支援推進事業として，住宅確保要配慮者が安定的に暮らせるよう，居住支援協議会にお

いて検討を進め施策を展開する。

3
空き家等対
策の推進

●

住宅課

建築指導
課

令和２年４月「空き家等の対策の推進に関する条例」の施行及び「空き家等対策計画」を策

定。空き家等対策における課題を，引き続き官民連携で進めると共に，市民の認知及び認識
を高めるための啓発事業や周知手法も取り入れ，危険空き家の発生抑制につながる取組を庁

内横断的取組として実施していく。同時に学識経験者，市内関係団体等による空き家等対策
推進協議会での課題検討を通じ，連携した取組を推進する。
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コロナ

影響

1
住宅の耐
震化の促
進

● 住宅課 33,971

木造住宅の耐震化については，旧耐震木造住宅個別訪問事業に関する４箇
年事業の最終年次として個別訪問を実施した（累計１０１８１件）。その
結果，耐震アドバイザー派遣，耐震診断及び耐震改修とも，概ね当初の見
込み通りの申請があった（耐震アドバイザー派遣４５件，耐震診断２０
件，耐震改修１０件）。
分譲マンションの耐震化については，平成３０年度からの３箇年事業の最
終年次として，個別訪問事業を実施し（累計２７件），その結果，耐震診
断４件の実績につながった。

○ ● ●

これまで戸別（個別）訪問を実施してきた建物所有者等に対するフォローを
行い，耐震診断等への実施誘導を図ることで，住宅の耐震化につなげてい
く。
◆木造住宅・分譲マンションともに戸別（個別）訪問が事業の中心となって
いたが，昨今の新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から，令和２年に
実施した資料送付や電話対応などの取組を参考にしつつ，事業の実施方法を
工夫する。

2

良好な居
住環境の
形成・支
援

● 住宅課 20,996

太陽光発電設備等取付け等補助金については，当初計画件数（３０件）を
大きく上回る６８件の申請があった。
居住支援の推進については，調布市居住支援協議会を開催し，住宅確保要
配慮者の円滑な民間賃貸住宅への入居促進等に係る検討を進めるととも
に，相談窓口設置事業（住まいぬくもり相談室）を毎週木曜日に継続実施
し，年間を通じて相談窓口を開設した。これに関連して，仲介支援助成４
件，家賃等債務保証支援助成３件の申請があった。 ◎ ● ● ●

居住環境の改善促進については，特にバリアフリー適応住宅改修補助の利用
水準が高いほか，太陽光発電設備等取付補助が「元年度環境年次報告書」の
目標発電量の３割程度しか達成していないことから「同報告書」で既に目標
を達成している民生用燃料電池（エネファーム）購入補助を廃止し太陽光発
電設備等取付補助を拡充する。引き続き，市報及び市ホームページ等の掲載
による周知を行い，利用促進に努めていく。
居住支援の推進については，住宅確保要配慮者に対する更なる支援や，賃貸
住宅所有者に対する支援策についても検討を進める。
◆コロナ禍による住宅困窮者等への緊急対応支援について検討を進める。

3
空き家等
対策の推
進

●

住宅課

建築指
導課

43,640

空き家等対策を推進するため，条例策定等の法令整備，空き家等対策計画
の策定を行い，令和２年度の条例施行及び計画に基づく各事業の取組を進
めた。一方，官民連携の仕組を構築し，空き家等の発生抑制を想定した
「予防」をテーマにした共同研究，エリアリノベーション事業，ＬＩＮＥ
連携事業など，民間事業者，大学，研究機関との連携による多角的な事業
展開と研究，分析事業について，東京都モデル事業に３件採択され，空き
家対策に関する意識啓発の推進につながる成果を得た。
特定空き家においては，特定空き家等認定審査会を設置すると共に，特定
空き家等認定に関する基準を策定した。また，老朽化が進み，周囲に危害
が生じる恐れのある空き家に対して，安全性確保を目的とした緊急安全措
置を計４件実施した。

◎ ● ● ● ●

令和２年度は，官民連携による新たな官民連携スキームをＬＩＮＥ社と構
築。ソーシャルメディアを活用した新たな普及啓発手法に取り組むと共に，
補助金に頼らず自走できる事業スキームを念頭に，様々な業種の民間団体と
の連携を行った（先駆的モデル事業（ＬＩＮＥ事業），エリアリノベーショ
ン事業，コミュニティ連携等）。今後も，官民連携の取組を更に多角的に進
め，行政の財政負担を極小化した持続可能な事業構築を目指し，空き家等対
策の推進に取り組む。
特定空き家等対策について，令和２年度空き家実態調査の結果から，特定空
き家相当と判定された空き家を中心に，ガイドライン等に基づく適切な対応
に取り組む。また，住民等からの情報提供等に対して，庁内関係各課と連携
し，迅速な対応を図る。

0 3 0 0 2 3 0 1 0 計

0.0 100.0 0.0 0.0 66.7 100.0 0.0 33.3 0.0 割合（％）

現状

継続

有効性

改善

今後の取組内容

（新型コロナウイルス感染症の影響に関連する内容は冒頭に◆印を記載しています）

Ｒ２取組実績

財政面

改善

　　　　※各事務事業の概要については，巻末の「⑦事務事業概要一覧」をご参照ください。　　　　

№ 事務事業名

重点

プロ

ジェ

クト

事業

総合

戦略

方向

所管部署

R２
決算

事業費
（千円）

令和２年度の取組実績
実績
評価

進捗状況・今後の取組の方向

効率性

改善

計画

どおり

計画

遅れ

計画

前倒し

参加と

協働

改善

当該施策に体系付けられている全ての事務事業については，巻末に掲載している参考

資料「⑥事務事業一覧（施策体系順）」をご参照ください。


